
 

 

茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金交付要綱 

 

 

 （目的） 

第１ この要綱は、茨木市指定認知症対応型共同生活介護事業所又は茨木市指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所（以下「事業所」という。）を利用する要介

護認定及び要支援２の認定を受けた者のうち、居住費（以下「家賃」という。）の

利用者負担が困難な低所得者の利用者負担額の軽減を行っている事業所を対象とし

て、茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付し、低所得者の経済的負担を軽減することを目的とする。 

 （利用者負担額の軽減対象者） 

第２ 利用者負担額の軽減を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当し、

かつ預貯金等が1,000万円以下（配偶者がいる場合は、両者の預貯金等の合計が

2,000万円以下）である者とする。 

 (1) 本市に住所を有し、事業所を利用している者（短期利用認知症対応型共同生活

介護の利用者を除く。） 

 (2) 市民税非課税世帯の者かつ配偶者が市民税非課税である者 

(3) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による保護又は中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６年法律第30号）の規定による支援給付を受けていない者 

 （預貯金等） 

第３ 茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金交付要綱（以下「要

綱」という。）第２に規定する預貯金等とは次に掲げるものとする。 

 (1) 預貯金（普通・定期） 

 (2) 有価証券（株式・国債・地方債・社債等） 

(3) 投資信託 

２ 前項の確認方法は、取引に使用する口座残高の写し又はウェブサイトの写しの

提出により行うものとする。 

 （利用者負担額の軽減申請） 

第４ 利用者負担額の軽減を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、茨木

市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減申請書（様式第１号）に必要な書類を

添えて市長に提出しなければならない。 

 （決定の通知） 

第５ 市長は、前条に規定する申請書を受理したときは、必要な調査及び審査を行い、

申請者に茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減対象決定通知書（様式第



 

 

２号）（以下「決定通知書」という）により、申請者にその適否を通知する。 

２ 軽減の認定期間は、前項の規定による申請のあった月の初日からその日の属する

年の７月31日までとする。ただし、申請のあった日の属する月が８月から12月まで

の間である場合は、前項の規定による申請のあった年の翌年７月31日までとする。 

 （決定通知書の提示） 

第６ 決定通知書の交付を受けた者（以下「適用者」という。）は、利用者負担額の

軽減を受けるときは、事業所に対し決定通知書を提示しなければならない。 

 （適用者の変更届） 

第７ 適用者は、利用者負担額軽減の申請内容に変更があったとき、又は第２に該当

しなくなったときは、茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減変更届（様

式第３号）を市長に提出しなければならない。 

 （利用者負担額の軽減額） 

第８ 事業所が利用者負担額を軽減する額は、適用者の区分に応じ次のとおりとする。

ただし、事業所が利用者負担額の軽減額を半額とする場合は、それぞれの金額の２

分の１とする。 

(1) 市民税非課税世帯で老齢福祉年金受給者。ただし、１月につき28,000円を上限

とする。 

 (2) 市民税非課税世帯で、本人の合計所得金額と公的年金等収入額の合計額が

809,000円以下の者。ただし、１月につき28,000円を上限とする。 

 (3) 市民税非課税世帯で、前号の規定に該当しない適用者。ただし、１月につき 

13,000円を上限とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、認知症高齢者グループホームに月の途中に入居または

退去等により入居期間が１月に満たない入居者において、１月の家賃相当額を現に

支払わないときは、実際に支払った額とする。 

（補助金の交付対象者等） 

第９ 補助金の交付対象となる者は、適用者を受け入れ、家賃の軽減を行う事業所

（以下「事業者」という。）とする。 

２ 補助金の交付対象額は、適用者ごとの軽減額を合計した額とする。 

 （補助金の交付申請） 

第10 補助金の交付申請をしようとする事業者は、茨木市認知症高齢者グループホー

ム利用負担軽減補助金等交付申請書（様式第４号）に収支予算書（様式第５号）を

添えて市長に提出しなければならない。 

 （交付の決定） 

第11 市長は、第10の申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付するこ

とが適当と認めたときは、茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金



 

 

等交付指令書（様式第６号）により事業者に通知するものとする。この場合におい

て、補助金の交付の目的を達成するため必要があるときは、条件を付するものとす

る。 

 （事業の内容の変更等） 

第12 事業者は、事業の内容を変更し、又は中止し、若しくは廃止しようとするとき

は、茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金（変更、中止、廃止）

認定申請書（様式第７号）を提出し、市長の承認を受けなければならない。 

 （補助金の請求） 

第13 事業者は、茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金交付請求書

（様式第８号）に茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減事業実施確認書

（様式第９号）を添えて市長に提出することにより補助金を請求するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する請求書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認

めるときは事業者に補助金を交付するものとする。 

３ 第１項に規定する請求は、４月から７月に要した費用、８月から11月までに要し

た費用、12月から３月までに要した費用をそれぞれの期間の終期の翌月10日までに

市長あて請求するものとする。 

 （実績報告） 

第14 事業者は、事業が完了したとき、又は第11の廃止の認定を受けたときは、速や

かに事業の成果又は結果についての状況を示す実績報告書（様式第10号）に収支精

算書（様式第11号）を添えて市長に提出しなければならない。 

 （交付決定の取消し又は返還） 

第15 市長は、事業者が、次の各号の１に該当する場合においては、補助金の交付の

決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部

を返還させるものとする。 

 (1) 補助金を当該補助事業等以外の用途に使用したとき。 

 (2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 (3) この事業を廃止したとき。 

 (4) 不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (5) その他市長が取消し又は返還が妥当と認めたとき。 

 （委任） 

第16 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から実施する。 



 

 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、令和元年５月１日から実施する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金

交付要綱の規定は、この要綱の実施の日以後の申請に係る補助金について適用し、

同日前の申請に係る補助金については、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、令和３年３月31日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 



 

 

様式第１号（第４関係） 

 

茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減申請書 

 

被保険者氏名  被保険者番号  

生 年 月 日      年   月   日 連 絡 先  

住 所  

利用事業所名  

要 介 護 度 要支援２ ・ 要介護（ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ ） 

認 定 期 間    年    月    日 ～    年   月   日 

配偶者の有無 
有 ・ 無 

※「無」の場合は、以下の「配偶者に関する事項」については記載不要。 

 

（申請先）茨木市長 

 

 茨木市認知症高齢者グループホーム利用者負担軽減を申請します。 

 上記対象要件の確認のため必要があるときは、官公署、年金保険者又は銀行、信託会社その他の金

融機関（以下「銀行等」という。）に私及び配偶者（内縁関係の者を含む。以下同じ。）の課税状況

及び保有する預貯金並びに有価証券等の残額について、報告を求めることに同意します。 

 また、茨木市長の報告要求に対し、銀行等が報告することについて、私及び配偶者が同意している

旨を銀行等に伝えて構いません。 

 

     年    月    日 

 

申請者   住  所 

      氏  名                           印 

                       （氏名が自署の場合は、押印不要です。） 

配偶者   住  所 

      氏  名                           印 

                          （氏名が自署の場合は、押印不要です。） 

 

 

※市記入欄 

区  分 非該当 ・ 第１号 ・ 第２号 ・ 第３号 

 



 

 

様式第２号（第５関係） 

 

茨木市指令 第  号 

 

住    所 

被保険者番号 

氏    名           様 

 

 

茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減対象決定通知書 

 

 

   年  月  日付け申請の茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減

について、次のとおり決定したので通知します。 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

 

                  茨 木 市 長 印 

 

 

決定年月日         年      月      日 

 

１ 承認する。 

 

適用年月日        年    月    日 

有効期限         年    月    日 

軽減額         月額         円 

（ただし、事業者が家賃等を半額とする場合は上記の２分の１の額とする。） 

 

 

２ 承認しない。 

 

（理由） 

 



 

 

様式第３号（第７関係） 

 

                             年  月  日 

 

 （申請先）茨木市長 

 

                    住  所 

                    氏  名            ㊞

（氏名が自署の場合は、押印不要です。） 

                    電話番号 

 

 

茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減変更届 

 

 

   年  月  日付け茨木市指令 第  号に係る茨木市認知症高齢者グルー

プホーム利用負担軽減の利用について、次のとおり（変更・廃止）したいので申請

します。 

 

 

 

 

被保険者氏名  被保険者番号  

生 年 月 日   年   月   日 連 絡 先  

住 所  

利用事業所名  

変更年月日         年       月       日 

（変更の内容等） 

廃止年月日         年       月       日 

（廃止の理由等） 



 

 

様式第４号（第10関係） 

 

 

 

住  所 

事業所名 

代表者名          印 

 

 

 

   年度 茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金等交付申請書 

 

 

年度 茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金の交付を受け

たいので関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業等の名称    茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助事業 

２ 交付申請額                        円 

３ 補助事業等の目的    低所得者の利用者負担額の軽減 

４ 補助事業等の内容 

（ア）事業計画                            （単位：円） 

 

 

 

 

事業の内容 

経費の配分 

摘要 
事業費 

事業費の内訳 

市費 事業主体費 その他 

利用者負担額

の軽減 
    

事業完了予定期日 

  年  月  日 

計      



 

 

様式第５号（第10関係） 

 

収支予算書 

 

（１）収 入                          （単位：円） 

区 分 本年度予算額 前年度決算額 
比較 

摘要 
増 減 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計      

 

（２）支 出                          （単位：円） 

区 分 本年度予算額 前年度決算額 
比較 

摘要 
増 減 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計      

 

 

 



 

 

様式第６号（第11関係） 

 

茨木市指令 第  号 

 

                    住 所 

                    氏 名            様 

                     

 

 

茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金等交付指令書 

 

 

   年  月  日付け茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金

申請を審査の結果、茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金を次の

とおり確定します。 

 

 

 

１ 補助金交付決定額            円 

 

 

２ 補助金確定額              円 

 

 

 

    年  月  日 

 

 

 

                  茨 木 市 長 印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第７号（第12関係） 

 

                             年  月  日 

 

 （請求先）茨木市長 

 

                    住  所 

                    事業所名 

代表者名            ㊞ 

 

 

  年度  茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金等 

（変更、中止、廃止）認定申請書 

 

 

   年  月  日付け茨木市指令 第  号で確定通知のあった茨木市認知症

高齢者グループホーム利用負担軽減補助金等について、下記のとおり（変更、中止、

廃止）したいので認定されたく申請します。 

 

 

１ 変更、中止、廃止の理由 

 

２ 変更、中止、廃止計画の内容及び経費配分 

注 補助金等交付申請書の内容に変更、中止、廃止計画を 黒字で作成し、当該（変

更、中止、廃止）にかかる部分については、その上段に赤字で当初計画を記載す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第８号（第13関係） 

 

                             年  月  日 

 

 （請求先）茨木市長 

 

                    住  所 

                    事業所名 

代表者名            ㊞ 

 

 

茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金交付請求書 

 

 

 茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金について、関係書類を添

えて下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 助成金額請求書   金        円 

 

 （請求対象期間：    年    月   日 ～    年   月   日） 

 

２ 茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助事業実施確認書（様式第

９号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第９号（第13関係） 

 

                             年  月  日 

 

 （請求先）茨木市長 

 

                    住  所 

                    事業所名 

代表者名            ㊞ 

 

茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助事業実施確認書 

（   月分） 

 

 茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助事業に係る軽減額につきま

しては、下記のとおりです。 

記 

 

被保険者番号 被保険者氏名 利 用 期 間 軽減額 備考 

  日～  日まで 

    （   日間） 
円 

 

  日～  日まで 

    （   日間） 
円 

 

  日～  日まで 

    （   日間） 
円 

 

  日～  日まで 

    （   日間） 
円 

 

  日～  日まで 

    （   日間） 
円 

 

  日～  日まで 

    （   日間） 
円 

 

  日～  日まで 

    （   日間） 
円 

 

    日～  日まで 

       日間 

円  

 



 

 

様式第10号（第14関係） 

 

                             年  月  日 

 

 （請求先）茨木市長 

 

                    住  所 

                    事業所名 

代表者名            ㊞ 

 

   年度 茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助金等実施報告書 

 

 

   年  月  日付 指令第  号で交付指令のあった  年度茨木市認知症

高齢者グループホーム利用負担軽減事業について、下記のとおり実施したので、報

告します。 

記 

 

１ 補助事業等の名称  茨木市認知症高齢者グループホーム利用負担軽減補助事業 

２ 交付額                       円 

３ 補助事業等の目的  低所得者の利用者負担額の軽減 

４ 補助事業等の内容及び経費の配分 

（ア）事業実績                          （単位：円） 

事業の内容 

経費の配分 

摘要 
事業費 

事業費の内訳 

市費 事業主体費 その他 

利用者負担

額の軽減 
    

事業完了期日 

  年  月  日 

計      

 

 

 

 



 

 

様式第11号（第14関係） 

 

収支精算書 

 

（１）収 入                          （単位：円） 

区 分 本年度決算額 前年度予算額 
比較 

摘要 
増 減 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計      

 

（２）支 出                          （単位：円） 

区 分 本年度決算額 前年度予算額 
比較 

摘要 
増 減 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計      

 

 

 


